
ロードマップ

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：１ 問題解決能力を磨く初等・中等教育の少人数学級の実現へ

① 県内の全中学校・高等学校におけるプロジェクト学習（ＰＢＬ）導入に向けて、市町村とともに検討を進める。

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－１－① 【県立学校課、小中学校課】

R４年度の取組

68

現状と課題（R5.2月現在）

取組内容

⚫ 「主体的・対話的で深い学び」を推進する新学習指導要領が、中学校ではR３年
度より、高等学校ではＲ４年度より学年進行で実施

⚫ 中学校においても、プロジェクト学習の趣旨に沿った取組みの推進が必要
⚫ 県では、新学習指導要領に対応し各高等学校が課題解決型学習等を進める取

組みを支援

⚫ プロジェクト学習の趣旨、成果等のさらなる共通理解が必要
⚫ 学校のグランドデザインに基づいたカリキュラム・マネジメントを推進す

るための取組みを継続することが必要
⚫ 高校生の能力、適性、興味・関心、進路等の多様化による高等学校

を取り巻く課題の複雑化

〇 とやま新時代創造プロジェクト学習推進事業により、県立学校におけるプロジェクト学習の推進

【とやま新時代創造プロジェクト学習推進事業 1,550万円 県立５２校、６０件の申請】

○ 令和のとやま型教育推進事業により、中学校におけるプロジェクト学習の実践研究を開始

【令和のとやま型教育推進事業 915万円】

〇 とやま新時代創造プロジェクト学習推進事業を継続し、県立学校におけるプロジェクト学習をさらに推進
【とやま新時代創造プロジェクト学習推進事業 2,070万円 県立52校、60件の申請】

〇 令和のとやま型教育推進事業を継続し、中学校におけるプロジェクト学習の趣旨、手法、効果等について、
先進事例を調査・研究、その周知 【令和のとやま型教育推進事業 855万円】

⚫ 協力校（中・高等学校）によるプロジェクト学習の実践研究、成果等の検証

⚫ 中・高等学校及び市町村教委合同研修会等の実施、事例等の周知

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

プロジェクト学習推進の
ための事業の推進

調査・研究、周知

実践研究

実践、事例周知

県立学校プロジェクト学習推進事業（R3）
とやま新時代創造プロジェクト学習推進事業（R４～）の推進（高等学校） 県

県、市町村

県、市町村

県、市町村

調査・研究、市町村教委への周知

協力校による実践研究

中・高等学校及び市町村教委合同研修会の実施、事例等の周知 P68

中学校におけるプロジェクト学習の推進
令和のとやま型教育推進事業（R４～）

県、市町村

R５年度の取組

R5.11



〇 国より２年先行して小学校５・６年生で35人学級を実施 【少人数教育推進事業 3億1,760万円】
〇 小学校専科教員の配置校拡充と、専科指導教科の拡充 【小学校専科教員配置事業費 4,183万円】

〇 国より２年先行して小学校４・５年生で35人学級を実施 【少人数教育推進事業 3億0,052万円】

〇 小学校専科教員の配置校拡充と、専科指導教科の拡充 【小学校専科教員配置事業費 4,327万円】

ロードマップ

＜少人数教育＞
⚫ 少人数指導と少人数学級の良さを取り入れた少人数教育を展開

①小１～５で少人数学級（35人学級）を実施
②中１で35人学級選択制を実施
③小３～中３で少人数指導(ﾃｨｰﾑ･ﾃｨｰﾁﾝｸﾞ等)を実施

＜専科教育＞
⚫ 県内全小学校に専科教員（英語、理科、音楽、図工、体育、国語、

社会、算数）を配置

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：１ 問題解決能力を磨く初等・中等教育の少人数学級の実現へ

② 「課題解決思考」「発信型の英語」を重視する入試改革に対応する観点から、市町村に対する初等・中等教

育におけるサポート教員の増員や支援の拡充（「③30人程度の少人数学級の実現のため」を含む）

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－１－② 【教職員課、小中学校課】

R４年度の取組

69

現状と課題（R5.2月現在）

R５年度の取組

取組内容

＜少人数教育＞
⚫ 国の今後の少人数学級拡大に向けた対応が不透明な中、現在の定数措置のま

ま、30人学級を導入した場合、担任増による大幅な教員の増員が必要になる。
⚫ 現在の定数措置のまま、少人数学級を拡充することで、少人数指導に従事する

教員の配置が減少し、少人数指導の実施に支障が出る。
＜専科教育＞
⚫ 国は、令和４年度から小学校高学年における教科担任制を推進しているが、定数

措置が不十分。専科指導担当教員の配置については、各学校の実情に応じた柔
軟な運用が求められている。

＜少人数教育＞国より２年先行して35人学級を実施し、対象学年を年次進行で拡充
＜専 科 教 育＞専科指導のための特別配置教員等の充実、専科指導教科の拡充、特別配置の柔軟な運用

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

少人数教育
の取組

専科教育
の取組

・少人数指導の継続（小３～中３の31人以上の学級を対象にティーム・ティーチング等を実施）
・中１年生35人学級選択制の継続

年次進行による35人学級の拡充（国より２年先行）

３・４年生先行実施 ５年生へ拡充
中学校の対応は、

今後検討
６年生へ拡充

県教育委員会

市町村教育委員会
小学校高学年での教科担任制を含めた専科指導のための特別配置の拡充、配置校及び対応教科の充実

特別配置教員の活用の柔軟化、対象教科の拡大
※市町村との連携による高学年での教科担任制を実施（R4年度より） R5.11 P69



ロードマップ

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

部活動指導員等の

外部人材の更なる

活用

校務支援システの導入

教員採用検査の見

直し等

教員ＵＩＪﾀｰﾝｾﾐﾅｰ

等の拡充

ICT教材の活用

県教育委員会

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：１ 問題解決能力を磨く初等・中等教育の少人数学級の実現へ

③ 30人程度の少人数学級の実現のため、校務のICT化等による「学校の働き方改革」を推進

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－１－③ 【教育企画課、教職員課、県立学校課】

P70

・（拡）部活動指導員配置促進事業 4,001万円：中学校（114名→125名）、高校（29名→30名）
・ ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ配置事業 2億8,459万円：県内すべての公立学校への配置予算の確保（全304校）
・教育環境のデジタル化推進事業 208万円：富山県教育DX推進会議の運営 等
・（拡）「とやまで教員」応援事業 860万円：新たに就職支援協定締結大学で若手教員との座談会を開催
・（新）教員採用試験システムの整備 1,900万円：教員採用試験の出願から合格通知発出までを電子化
・指導者用デジタル教科書配備事業（実証） 780万円：全県立学校に対して各校３教科（科目）程度を配備

R４年度の取組

70

現状と課題（R5.2月現在）

・（拡）部活動指導員配置促進事業 4,752万円：中学校（125名→153名）、高校（30名→33名）
・ ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ配置事業 2億5,455万円：配置を希望する市町村への継続配置
・教育環境のデジタル化推進事業 208万円：富山県教育DX推進会議の運営 等
・（新）「富山で先生になろう」応援事業 1,200万円：新たに教員の魅力発信や教員への転職者等を確保
・指導者用デジタル教科書配備事業 780万円：全県立学校に対して各校３教科（科目）程度を配備

R５年度の取組

取組内容

・部活動指導員
中学91名、高校26名
・ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ
小中学校46校

・部活動指導員
中学114名、高校29名
・ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ
全ての公立学校

・部活動指導員の拡充配置・部活
動の地域移行に向けた検討・モ
デル校による取組み
・ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌの拡充配置

・全国調査実施 ・教育DX推進会議の設置・検討
及びシステム構築

・本格稼働・県立学校への一部機能の導入

・部活動指導員
中学125名、高校30名
・ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ
全ての公立学校

・教員採用検査の見直し

・電子申請システム等の整備
・教員採用検査
⇒大学推薦創設等

1次検査免除導入
「情報」受検資格緩和
大学推薦枠拡大 等

・ＵＩＪﾀｰﾝｾﾐﾅｰ3回開催
・教員養成塾３回開催

・
・教員ＵＩＪﾀｰﾝｾﾐﾅｰ3回開催
・教員養成塾４回開催

・ＵＩＪﾀｰﾝｾﾐﾅｰ3回開催
・教員養成塾３回開催

○「とやま学校多忙化解消推進委員会」での議論を踏まえ取組を推進
・ 効率的・効果的な業務の推進（教育のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化推進 等）
・ 外部人材活用等による体制整備 等 ※市町村でも各々の取組を推進

⚫ 本県の校種別の時間外勤務の状況小中高において月45時間超
⚫ 時間外勤務の主な理由：部活動時間、授業準備、成績処理、分掌業務 等

⚫ 外部人材やICT教材等の活用による負担軽減や教育充実のための体制整備が必要
⇒部活動指導員やｽｸーﾙ･ｻﾎ゚ ﾄー･ｽﾀｯﾌ、指導者用デジタル教科書等の更なる活用

⚫ 業務の合理化が必要⇒校務支援システムの早期導入、教員採用検査の見直し等
⚫ 採用形態（正規、再任用、臨時的任用）にとらわれず、教員確保対策が必要

⇒ＵＩＪターンセミナー、教員養成講座等の更なる充実

・教員採用検査の見直し
・電子申請等の導入

・部活動指導員
中学153名、高校33名
・ｽｸｰﾙ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｽﾀｯﾌ
の配置

・指導者用デジタル教科書
配備（実証）

・指導者用デジタル教科書配備

・教員ＵＩＪﾀｰﾝｾﾐﾅｰや教員養成講座の開催に加え、新たに
教員の魅力発信や教員への転職者等の確保に取り組む

R5.11



ロードマップ

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

英語・グローバル
教育

生徒対象の新しい
体験プログラムの
開発・研究

国際バカロレア

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：１ 問題解決能力を磨く初等・中等教育の少人数学級の実現へ

④ 富山県内の教育機関の「国際バカロレア認定」取得の支援など、英語・グローバル教育を推進

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－１－④ 【県立学校課】

P7１

R４年度の取組

71

現状と課題（R５.2月現在）

R５年度の取組

R5.11

取組内容

⚫ 教員の指導力・英語力の向上

⚫ グローバル人材になるための生徒の意欲の喚起

○ＩＣＴを活用した海外の学校との交流の研究
○「令和の魅力と活力ある県立高校のあり方検討委員会」における意見聴取や、生徒・保護者等へのアンケート調査を実施
○国際バカロレアに関する他県の実施状況研究によるプログラム研究【英語・グローバル教育充実事業200万円】

○ＩＣＴを活用した海外の学校との交流の推進

○「令和の魅力と活力ある県立高校のあり方に関する報告書」を踏まえ、「県立高校教育振興検討会議」において検討

○国際バカロレアに関する他県の実施状況研究等による教育課程等研究【英語・グローバル教育充実事業189万円】

●英語・グローバル教育の推進

●生徒対象の新しい体験プログラムの開発

●「国際バカロレア」導入に係る機運の醸成及び課題の研究（①教師・生徒の高い外国語能力の育成、②高度な指

導ができる教師の確保、③認定に関わる費用の確保）

計画、実施の可否について検討

ＩＣＴを活用した英語での交流学習の拡大
海外留学・研修の推奨・
支援等の継続・拡充

他県の実施状況研究・先進校視察

設置の可否の検討 対象校の
検討

教委、学振

教委、学振

教委

⚫ 生徒の海外留学・研修の支援（とやま型スーパーグローバル
ハイスクールの指定、とやまの高校生留学促進事業）

⚫ 英語教員の指導力の向上
（体験型研修、講義型研修、個人・校内研修）

実施



重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：1 問題解決能力を磨く初等・中等教育の少人数学級の実現へ

取組内容

⑤ 姉妹州である米国オレゴン州と連携、全米トップレベルの「起業家の街」ポートランドに毎年20名の大学生

等を起業・ビジネス研修に短期派遣

⚫ 県立大学においてポートランド州立大学へ短期留学を実施
(H27年度～)

⚫ Ｒ３～４年度は友好提携30周年記念事業を実施（R4に訪
問団派遣）

⚫ 全国での大学生の留学数は増加傾向

課 題

⚫ 新たな事業にチャレンジする起業家の育成
⚫ 新型コロナウイルス感染症や紛争等による世界情勢の不安

定化
⚫ 人的交流の希薄化、将来の交流を担う人材不足の懸念
⚫ 為替相場の急激な変動、アメリカの物価高による高コスト化

現 状

施策番号 Ⅶ－1－⑤ 【学術振興課】

2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

トライアル事業

派遣する大学生
等の募集

ポートランドへ派
遣(旅行業務委託)

県

県

県

オンライン
交流

学生募集

旅行業務
委託・派遣

学生募集 学生募集

⚫

⚫ コロナウイルス感染症の状況を考慮しつつ、R4年度から毎年派遣

72

P72

現状と課題（R5.2月現在）

R４年度の取組

R５年度の取組

ロードマップ

○ 県内大学生や、本県出身で県外大学等に通う学生等20名を対象に、現地研修を実施
【ポートランド起業・ビジネス研修実施事業 R④当初：980万円、R④9補後：1,991万円】
研修時期：令和5年2月～3月（15日間）

旅行業務
委託・派遣

旅行業務
委託・派遣

R5.11

○ 県内大学生や、本県出身で県外大学等に通う学生等20名を対象に、現地研修を実施
【ポートランド起業・ビジネス研修実施事業 R⑤当初：1,976万円】
研修時期：令和６年２月18日（日）～３月２日（土）（14日間）



ロードマップ

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

大学進学希望者に対する
県内企業の理解促進

産業界との連携によるキャ
リア教育プログラムの実施

令和の魅力と活力ある県立
高校の在り方検討委員会

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：２ 自分の未来を切り拓く高校でのキャリア教育の実践と私学振興

① 県内の全高等学校において、職業教育プログラムの導入を検討

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－２－① 【県立学校課、学術振興課】

R４年度の取組

73

現状と課題（R５.2月現在）

R５年度の取組

R5.11

取組内容

●各高校の特色あるキャリア教育の推進のため、県立高校では国の地方創生推

進交付金を活用、私立高校では国の私立高等学校等経常費助成費補助金

や県単独予算を活用

●県立高校では令和元年度より「社会へ羽ばたく『１７歳の挑戦』」 を実施

⚫ 県立高校では、職業系専門学科に比べ、普通系学科・総合学科
のインターンシップ体験率が低い

⚫ 進学希望者に対する将来を見据えた職業教育プログラムの充実

〇 アカデミック・インターンシップ、夢発見とやま企業魅力体験の実施
【「社会へ羽ばたく『 17歳の挑戦』」事業 540万円 】

〇 産業界との連携によるキャリア教育プログラムの立案 【高校生職業教育プログラム推進事業 200万円 】

⚫大学進学希望者に対する県内企業の理解促進
⚫産業界との連携によるキャリア教育プログラムの実施
⚫産業界や地域、生徒・保護者等のニーズを踏まえた今後の職業系専門学科等の在り方検討

自らに適した職業を選択する能力や、将来の社会人として夢と志のために挑戦する態度の育成

富山の企業魅力体験
バスツアーの拡充 県、県立高校、

私立高校

アカデミック・インターンシップの実施

検討会の実施
県立高校の魅力向上への

取り組み
県、県立高校

県、県立高校

夢発見とやま企業魅力体験の実施、各校での
取組を支援

P73

立案 実施

〇 アカデミック・インターンシップ、富山の企業魅力発見推進事業、キャリアデザイン推進事業の実施
【「社会へ羽ばたく『17歳の挑戦』」事業 715万円 】

〇 産業界との連携によるキャリア教育プログラムの推進

富山の企業魅力発見事業
キャリアデザイン推進事業の実施



ロードマップ

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

生徒・保護者への周

知・説明（公・私立）

不登校生徒等への周

知（公立）

給付型奨学金の申請・

採用状況等実態調査

（公・私立）

説明会の実施（私立）

各学校

県教委・各学校

県教委

県

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：２ 自分の未来を切り拓く高校でのキャリア教育の実践と私学振興

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－２－② 【県立学校課、学術振興課】

P74

R4年度の取組

現状と課題（R5.2月現在）

R5年度の取組

R5.11

取組内容

② 経済的な課題を抱える世帯の中学生・高校生に対して、各種の奨学金制度に係る情報を確実に届けるため

の「奨学金情報アウトリーチ・アクション」を実施74

⚫ 県内中学３年生に富山県奨学金予約採用のリーフレットの配付・県HPで案内（毎年７月）
⚫ 県内外の高校に富山県奨学金の募集要項の配付・県HPで案内・新聞での広報（毎年３月）
⚫ 各高校において、高校３年生に対し、給付型奨学金等国の高等教育における修学支援新制

度をはじめとした各種奨学金制度を周知
⚫ 経済的な課題を抱えながらも、不登校等により情報が行き届きづらい生徒等に対する周知

⚫ 各種奨学金等（国、県、市町村、各団体）の一
元的な周知

⚫ 各学校における国の給付型奨学金の対象とな
る低所得世帯の確認と保護者への働きかけ

〇 中学・高校の生徒・保護者への周知・説明の充実
〇 公立学校のスクールソーシャルワーカー（SSW）等と情報共有し、不登校生徒等にも周知
〇 給付型奨学金の申請・採用状況等実態調査
〇 私立中学高等学校協会の会議に出席し、管理職への周知・説明を実施

〇 中学・高校の生徒・保護者への周知・説明の充実
〇 公立学校のスクールソーシャルワーカー（SSW）等と情報共有し、不登校生徒等にも周知
〇 給付型奨学金の申請・採用状況等実態調査
〇 私立高校の生徒・保護者・教職員等へ説明会の実施

⚫ スクールソーシャルワーカー（SSW)等にも情報を提供し、家庭の実態に応じた周知の取組みを実施

⚫ 返済不要の給付型奨学金等国の修学支援新制度や各種奨学金についての説明会による周知活動等

の実施（私立高校の生徒、保護者、教職員に向けた説明会等、県職員による周知の徹底）

配付

照会・アンケート

SSW等への情報共有

調整

周知 配付

照会・アンケート

周知 配付

SSW等
への情報
共有

家庭への
情報提供

照会・アンケート

調整 実施

周知 配付

SSW等
への情報
共有

家庭への
情報提供

照会・アンケート

調整 実施

周知 配付

SSW等への情報
共有

家庭への
情報提供

照会・アンケート

調整 実施



ロードマップ

/ 2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

具体策：２ 自分の未来を切り拓く高校でのキャリア教育の実践と私学振興

③ 県内の学校のスポーツ・文化教育等をサポートする「スポーツ・アート・キャリア教育応援企業」登録制度

および表彰制度を創設

課 題現 状

P75

R４年度の取組

58

現状と課題（R5.2月現在）

R５年度の取組

R5.11

取組内容

⚫ 学校の内外を問わず、小中高生の年代に対しては、様々な芸術文化分
野で文化体験や創造の促進を図っている。

⚫ 学校の働き方改革を踏まえた部活動改革を推進するために、部活動を
指導できる人員の確保が急務となっている。

⚫ 多忙な教育現場とのニーズのすりあわせや、学校における外部の指導
者等の受け入れ体制の構築に時間を要する。

⚫ 企業が学校におけるスポーツ・芸術文化活動のサポートに参加しやすい
仕組みづくりが必要である。

施策番号 Ⅶ－２－③ 【保健体育課、生涯学習・文化財室】

⚫ 学校におけるスポーツ・芸術文化活動への支援を充実させるために、部活動応援企業登録・表彰制度を創設し、顕著な功績の
あった企業を表彰する。

⚫ 教育現場の指導者不足と教員の働き方改革を併せて進めるために、地域部活動検討委員会を設置し、地域ぐるみの部活動支
援環境の構築について協議する。

〇 地域部活動検討委員会により、地域との連携方法や支援環境、指導者育成等について協議
〇 地域部活動の実践研究を踏まえた、『富山の実践事例』の公表
〇 部活動応援企業登録制度の創設と募集開始

【地域部活動推進事業 6,492万円】

地域部活動のあり方
検討委員会

休日部活動の段階的地域移行の実践研究

地域部活動に係る調査 応援企業の募集開始・登録数の増加企業登録制度の検討・創設

地域部活動検討委員会･富山の実践事例の提示

県、県教委
市町村、市町村教委
県スポ協、各競技団体
県内企業、県内大学
県内プロチーム
県内アーティスト 等

地域部活動推進事業

部活動応援企業
登録・表彰制度

地域部活動検討委員会
市町村支援の検討と情報共有

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

〇 地域部活動検討委員会により、指導者の育成・確保、地域への支援方法等について協議
〇 地域部活動の運営における課題の共有と対応方法の検討
〇 部活動応援企業の登録募集と企業からの支援の活用体制の構築及び応援企業表彰制度の検討

【地域部活動推進事業 9,938万円】

実証事業

表彰制度の創設・開始



ロードマップ

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

￥具体策：３ 民間企業との連携による県内大学進学率向上・海外留学支援・リカレント教育の充実

①県内の大学に進学する県内在住の子弟を対象に、地域貢献活動を条件に、一人暮らしの居住コストの低

減を支援する富山版「学生居住支援事業」を実施

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－３－① 【学術振興課、建築住宅課】

R4年度の取組

75

現状と課題（R5.2月現在）

R5年度の取組

取組内容

● 学生に対する事業周知の強化

● 地域と活動意欲のある学生のマッチング推進

● コロナ禍による地域活動の減少

● 大学生の居住コスト(6～7万円/月程度(家賃、光熱費))

● 人口減・高齢化に伴う地域コミュニティの活力低下

〇 県内大学の学生を対象に、地域貢献活動参加等を条件として、家賃の一部を支援
【とやま学生居住支援事業 400万円】

〇 県立大学の学生を対象に、地域貢献活動参加等を条件として、県営住宅の空き室を提供
【県営住宅を活用した学生居住支援モデル事業 2戸入居】

〇県内大学の学生を対象に、地域貢献活動参加等を条件として、家賃の一部を支援

【とやま学生居住支援事業 R⑤当初：398万円 】

〇 県立大学の学生を対象に、地域貢献活動参加等を条件として、県営住宅の空き室を提供

【県営住宅を活用した学生居住支援モデル事業 5戸入居中】

⚫ 県内大学の学生を対象に、地域貢献活動参加等を条件として、家賃の一部を支援
⚫ 県営住宅を活用した学生居住支援モデル事業を実施

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

学生居住支援事業
実施

県営住宅を活用し
た学生居住支援
モデル事業実施

地域の選定、学生の募集
（モデル事業）

関係機関との協議
県営住宅改修

学生の募集（選考）、入居

効果の
検証

本格実施

県

県、大学

県

P76R5.11



ロードマップ

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：３ 民間企業との連携による県内大学進学率向上・海外留学支援・リカレント教育の充実

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－３－② 【学術振興課】

R4年度の取組

現状と課題（R5.2月現在）

R5年度の取組

取組内容

② 富山県民であり、富山県内の大学で学ぶ大学生等が交換留学プログラム等に挑戦する際、経済的に支

援を行う留学助成制度の新設

⚫ 国や大学、民間団体において渡航費や滞在費、授業料の支援を実施

⚫ 県内大学等の留学数は横ばい傾向

⚫ 留学費用:アメリカ150～620万円(例)

⚫ 学生に対する事業周知の強化

〇 留学にかかる奨学資金貸与制度の新設（県内企業に就職し、一定期間勤務した場合等には返還免除

あり）

【県内大学生等留学支援事業 Ｒ④当初：560万円（交付決定 1件 25万円）】

〇 留学にかかる奨学資金貸与制度を継続して実施 【県内大学生等留学支援事業 Ｒ⑤当初：520万円】

〇 県公式Twitterによる情報発信を実施。また、県内高等教育機関に県公式Twitterの投稿をリポストいただ

くよう依頼し、 県内学生への情報発信強化に取り組んだ。

〇 貸与実績：R４年度１人、R５年度（10月時点）：２人

⚫ 留学にかかる奨学資金貸与制度の新設、制度周知、学生募集・選考、貸与の実施

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

ニーズ調査、
制度検討

制度の新設・
運用

県

県

P77R5.11

ニーズ調査、制度検討

（調査委託）

制度
周知

新設
（条例）

募集・
選考

貸与の実施
募集・選考、
貸与の実施

募集・選考、
貸与の実施

76



重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：３ 民間企業との連携による県内大学進学率向上・海外留学支援・リカレント教育の充実

取組内容

③ 富山県立大学における、ビジネスパーソン、シニア層等にＩＴ技術、語学などの学びとスキルアップを支援する

オンライン教育プログラムの提供

⚫ 既存のセミナー（①若手ｴﾝｼﾞﾆｱステップアップセミナー（基礎的工学知識の習得支援）、②先端
技術リカレント教育セミナー（新たな知識習得支援））を再構成し、R4年度より新体制を構築

⚫ 従来型（レディメイド型）セミナーに加え、個々の企業ニーズに応じた新しいセミナー（カスタムメイド
型）を開始

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－３－③ 【県立大学】

⚫ ニーズに応じたセミナーを提供するために

は正確なニーズ把握が必要

⚫ 様々なスキルレベルをもつ受講希望者へ

の対応が必要

⚫ カスタムメイド型講座の認知度向上が必要

⚫ 県立大学でビジネスパーソン向けの語学プ

ログラムを実施する場合は、語学担当の教

員の増員が必要

⚫ 企業ニーズを踏まえた社会人向けセミナーの実施
⚫ 原則として、実習等を含むセミナーは対面で実施

○ 企業の個別ニーズに応じた「カスタムメイド型講座」やビジネスパーソンのスキルアップ支援のための「レ
ディメイド型講座」を実施。また、必要とする対象者に効果的に届く周知・広報を実施。【Ｒ⑤当初：県立大
学ビジネスパーソン・スキルアップ支援事業480万円 レディメイド型8講座（DXセンター4講座含）、カスタムメイド型】

77

○ 社会人の学び直しのニーズに応えるため、既存セミナーの枠組みを再構築し、従来型セミナー（レディメ
イド型）に加え、新たに個々の企業等のニーズ等に応じたカスタムメイド型セミナーを実施。 【Ｒ④当初：県

立大学ビジネスパーソン・スキルアップ支援事業480万円 レディメイド型8講座（DXセンター4講座含）、カスタムメイド型】

現状と課題（R5.2月現在）

R4年度の取組

ロードマップ

R5年度の取組

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

社会人向けセ
ミナーの検討・
実施 県立大学

若手エンジニアステップアップセミナー

先端技術ﾘｶﾚﾝﾄ教育セミナー

特別ｾﾐﾅｰの検討

レディメイド型セミナー ・ カスタムメイド型セミナー

DX導入支援セミナー

見直し・
検討

結果整理・次年度セミナーに向けた検討
P78R5.11

セミナータイプ 説明 令和4年実績

レディメイド型 講座内容、開催場所、日時は、大学が設定 8講座（DXセンター4講座含む）

カスタムメイド型 講座内容、開催場所、日時は、企業のニーズ
に応じて協議し設定

4回



ロードマップ

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：３ 民間企業との連携による県内大学進学率向上・海外留学支援・リカレント教育の充実

④ 民間企業出身者など多様な人材を確保する観点から、県庁における中途採用比率の拡大を目指す

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－３－④ 【人事課】

R４年度の取組

78

現状と課題（R5.2月現在）

R５年度の取組

R5.11

取組内容

⚫ 採用試験「職務経験者（ＵＩＪターン）」をＨ27年度から開始し、

R3年度から対象職種を拡大

⚫ 試験採用者の中途採用比率（※）はR4.4採用者で27.6％

※・・・職歴を有する採用者の割合

⚫ 上級採用試験は筆記試験対策や新卒との競争など社会

人が受験しにくい環境

⚫ 職務経験者（ＵＩＪターン）は職種が限定

○ 上級採用試験において、技術職の教養試験の廃止など実施方法の見直し

○ 多様な人材の採用に向け、職務経験者（ＵＩＪターン）採用試験の対象職種の拡大や採用試験実

施方法の見直しを検討

⚫ 職務経験者（ＵＩＪターン）の対象職種拡大や試験方法の見直し等を県人事委員会に協議

⚫ 民間企業出身者など多様な人材を採用

県

県

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

職種拡大、試験
方法見直し等

採用試験実施

採用
県

人事委員会
協議

試験
実施

採用、勤務

試験
公告

人事委員会
協議

試験
実施

試験
公告

人事委員会
協議

試験
実施

試験
公告

P79



ロードマップ

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

ＪＲ東日本

ＮＴＴドコモ、ＡＮＡ、
富山地方鉄道、
日本政策投資銀行

新たな交流先

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：３ 民間企業との連携による県内大学進学率向上・海外留学支援・リカレント教育の充実

⑤ 県庁職員の意識変革、スキル向上、人的ネットワーク拡大を促す観点から民間企業との人事交流の拡大を

目指す

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－３－⑤ 【人事課】

P80

R４年度の取組

79

現状と課題（R5.2月現在）

R５年度の取組

R5.11

取組内容

⚫ ＪＲ東日本（びゅうトラベルサービス）、ＮＴＴドコモ、日本政策投資銀行

との人事交流、ＡＮＡの社員受入れを実施

⚫ 行政の中立性・公平性の確保にも留意

○ ＪＲ東日本、ＮＴＴドコモ、日本政策投資銀行、富山地方鉄道との人事交流、ＡＮＡの社員の受入れ

を実施

○ 新たな交流先の検討・調整

⚫ ＪＲ東日本及びＮＴＴドコモとの人事交流と、ＡＮＡの社員の受入れを実施

⚫ 新たな人事交流先の検討・調整、人事交流の実施

人事交流を実施

人事交流・社員受入れを実施

人事交流を実施

人事交流等の調整

新たな人事交流先の検討 調整

県、ＪＲ東日本

県、ＮＴＴドコモ、
ＡＮＡ、富山地方鉄道、
日本政策投資銀行

県、新たな交流先



ロードマップ

2020（R２） 2021（R３） 2022（R４） 2023（R５） 2024（R６） 取組主体

学生アルバイト
の採用

富山県庁有給
インターンシッ
プ

県

県

重点政策Ⅶ 将来の富山を担う「人材」への思い切った投資

具体策：３ 民間企業との連携による県内大学進学率向上・海外留学支援・リカレント教育の充実

⑥コロナ対策の経済支援として、県庁業務へ学生アルバイトの積極採用を実施

課 題現 状

施策番号 Ⅶ－３－⑥ 【人事課】

P81

R4年度の取組

80

現状と課題（R5.2月現在）

R5年度の取組

R5.11

取組内容

⚫ 庁内で勤務する事務補助（＝会計年度任用職員）はハローワーク等を

通じて募集し、採用

⚫ 勤務時間は週29時間以内、任期は１年以内が原則

⚫ 必要なアルバイトは既に採用済みで、新たに学生を採用する業務が

用意できない。

⚫ 事務補助の業務は平日の日中であり、学生の勤務可能な夕方から

夜、休日の業務が用意できない。

〇 委託先での雇用を含め、休日のイベントなど単発的な業務で学生アルバイトを積極的に採用

〇 夏休み期間中の４週間、「富山県庁有給インターンシップ」として県内外の学生を５人採用（４人参加）

〇 委託先での雇用を含め、休日のイベントなど単発的な業務で学生アルバイトを積極的に採用

〇 「富山県庁有給インターンシップ」の実施 県内外の学生を10人採用

各所属で募集、採用

有給インター
ンシップ

有給インター
ンシップ

有給インター
ンシップ

有給インター
ンシップ


